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・ガソリン代をとにかく安くしてほ

しい、国への不信感が強い傾向。

・自動車、自転車の利用回数が多い。

・一ヶ月のガソリン代が高い。

民主党タイプ（30人）

・社会全体の問題に税金をあてる。

道路は十分に整備されているなどの

意見が多数。

・民主党と同意見の人が多数。

・揮発油税などの暫定税 率の完全廃

止と、本則税率部分の一般財源化

廃止

自民党タイプ（26人）

・受益者負担の意見が多数。

・自民党と同意見が多くみれれた。

・暫定税率を維持し、財源を道路に

有効活用

バス志向タイプ（56人）

・環境問題や国の財政を心配する意

見が多数。

・ガソリン代値上げに対する抵抗が

少ない

・バスの利用回数が多い

維持

暫定税率

反対 賛成

一般財源化
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1．はじめに
1-1.研究背景

　現在の地球温暖化の主な原因は、二酸化炭素濃度の上昇であると言われている（環境省ホームページ）。家庭での二酸化炭素排出に占める自動車利用に由る割合が28.5%（温室効果ガスインベントリ調べ）と大きいことから、地球温暖化対策のために各家庭において自動車利用を減らすことは重要である。また、つくば市の位置する茨城県南地域の交通機関分担率では、自動車の利用率が87%であり、非常に高い割合となっている。このため、つくば市の人々が自動車の利用を減らすということは大きな意味のあることと言える。
　また一方で、自動車利用を取り巻く状況として、今年４月に暫定税率の期限切れによって、ガソリンの値下げがなされた。ここで、暫定税率とは１９７４年に一時的に自動車に関連した税について引き上げられ、それから３０年以上続いている税率である。

　政府は実際に、暫定税率の廃止によって人々の自動車利用量が増加し、値下げ状態が続くと二酸化炭素排出量が年間で国内排出量の1.9%に相当する2400万トンも増加すると試算を明らかにした。

つまり、これは地球温暖化対策のために自動車利用を減らすべきであるにも関わらず、ガソリンの値下げにより、自動車の利用量が増加し温暖化防止に逆行する影響を与えるという社会的ジレンマが起きたと言える。社会的ジレンマとは、個人的・短期的メリットのある行動を行うと、社会的・長期的メリットを損なう社会状況を言い、過度な自動車利用は交通渋滞や地球環境問題などのさまざまな社会問題を引き起こすことから、社会的ジレンマであるといえる。今回のガソリン値下げは、この社会的ジレンマ状況を一層深刻にする可能性を持つ社会現象であったと考えられる。この社会的ジレンマを解決する方策として「構造的方略」と「心理的方略」の二つがあることが既存研究によって明らかにされている。「構造的方略」とは社会構造そのものを変革することで非協力行動から協力行動へと導くことである。「心理的方略」とは社会構造をかえず、行動変容を導く方略である。これらは同時に行われることが望ましいと考えられている。

一方で、ガソリンの値下がりは一時的なものであり、暫定税率の期限が切れてから1ヶ月後の5月には再び復活し、ガソリン価格は上昇した。そして、近年の原油価格も急激な高騰もあり5月のガソリン価格は過去最高の160.1円/ℓ（5月12日現在）となっている。また、原油の高騰は続いていて６月には５月をさらに上回る171.9円/ℓとなった。この暫定税率問題と同時に、道路特定財源の一般財源化するというガソリン税を取り巻く環境でさまざまな変化が起きた。この状況は、自動車に起因する社会的ジレンマを緩和する方向に作用する「構造的方略」と言うことができよう。
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1-2.研究目的

　以上の背景から本研究は
・暫定税率が廃止されガソリン価格が安くなっていた4月と、暫定税率が復活しガソリン価格が高騰した5月における人々の自動車利用意図の把握。

・人々のガソリン税（暫定税率、一般財源化）に対する意識の把握

・自動車削減のための意識変容を意図したコミュニケーションの効果測定
を行い、最終的には車の利用を減らすためのガソリン税関連施策を含む政策を提案することを目的とする。

2.研究の構成

　本研究では図２に示す研究の流れで4月と5月それぞれでアンケート調査を実施し、分析結果を考察し、明らかになったことをもとに車の利用を減らすためのガソリン税に関連した新たな政策の提案を行う。
3.調査の概要

3-1調査対象

この調査ではガソリン価格に、より敏感に反応するであろうと考えられる筑波大学の学生、大学院生を中心に大学関係者を調査対象とした。

3-2.アンケート調査の概要

　暫定税率の廃止によるガソリンの値下げ時(４月)と復活時(5月)の人々の行動、意識を調べた。
質問内容
・自動車保有の有無

・自動車利用に関する意識・行動の質問。

⑴4月/5月の間、以前よりも車を利用しようと思いましたか？

⑵4月/5月の一ヶ月、実際に利用する回数は増えましたか？

⑶車の排気ガスによる環境問題（地球温暖化や大気汚染等）に興味がありますか？

⑷ガソリンが安くなることでどんな問題が生じるか、考えたことはありますか？

⑸ガソリンの値下げ/値上げはうれしい/残念ですか？

⑹車を運転するのは好きですか？

⑺ガソリンの値下げ/値上げで車の利用がしやすく/しにくくなったと思いますか？

⑻車の利用を控えるべきだと思いますか？

⑼車を利用するのを控えようと思いますか？

・一週間の交通手段別（自転車、車、バス）の回数

・４月/５月のガソリン代、ガソリンを入れた回数。

・４月の最終集にガソリンを入れたか。

・交通事故にあった回数。

・仮想的な状況下での交通手段についての質問。筑波大学中央図書館からの移動手段を聞いた。

目的地は①3学食堂、②大学会館、③体芸図書館、④平砂共用棟、⑤つくばセンター、⑥洞峰公園、⑦YOUワールド、⑧土浦駅。交通手段は
①徒歩、②自転車、③自動車、④バス、⑤自動二輪（原付を含む）
・暫定税率を維持すべきか、廃止すべきか

・道路特定財源の一般財化に賛成か反対か

・個人属性（名前、性別、職業）

3-3.回収率
事前調査：72.9％（215/295）
事後調査：74.1％（273/368）

3-4.実験群・制御群間における比較
3-4-1.実験群・制御群について

本研究では事後アンケート調査において、回答してもらう前に回答者とコミュニケーションをとる実験群と。ただ回答をしてもらう制御群の二つにグループ分けを行い、それぞれのグループ間で回答に差がでるかの調査をおこなう。

3-4-2.コミュニケーションの内容

　環境面、金銭面、健康面、交通事故などの車を利用することのデメリット、自動車を使わないことによるメリットの情報を提供し、自動車利用意図の低下を促す方向に働く内容パンフレットをつくり、実験群のみに配布。
4.分析結果

4-1. ４月と５月における自動車利用意図の比較
事前アンケートと事後アンケートの氏名でマッチングしたパネルデータで分析した結果、ガソリン価格の安い４月よりも、ガソリン価格上昇した５月の方がわずかながら自動車の利用を控えようという統計的に有意な結果が得られた。このことから、ガソリン価格の低下によって、4月においては自動車利用意図が増大していたと考えられる。
4-2.実験群と制御群の比較
実験群の方が自動車利用を控えようという意図が大きかった。しかし、統計的に有意な差は見られなかった。
4-3.ガソリン税に関する意識の調査

4-3-1.自民党、民主党の意見

自民党：道路整備がまだ必要な地域があるので、道路整備を優先させるべき。それ以外にも交通問題（交差点整備、渋滞など）解決のために税金を使うべき。

民主党：税金の無駄遣いを無くし、社会福祉などほかにも使うべきところがあるので、有効に使うべき。

4-3-2意見の分類

アンケート調査で⑴暫定税率を維持するべきか、廃止するべきか。⑵道路財源を一般財源化することに賛成か反対か。の二つの質問とそれぞれの意見の理由を質問した。この結果により、４つのグループに分けてみた。
その４つのグループ別に意見の理由やその他の質問の結果を分析すると以下の表1のような傾向が見られた。

4-3-3.グループ別の分析
表1　ガソリン税の意見別グループ名　
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この分析より自動車の利用回数が少なく、バスの利用回数が多い。社会問題などについて考えているなどの理由から「バス志向タイプ」が望ましいタイプと考える。

ここで、自動車志向タイプの中で車を持っていない人は自分にとってメリットがあまりないであろう「暫定税率廃止、一般財源化反対」にする理由があまりないと考えられる。

では、車を持っていない「自動車志向」タイプの人たちは何故その意見なのか。
アンケートで得られた意見を見てみると
暫定税率についての意見

・計画性なく無駄に使われているとしか思えない。

・増税だけでなくコストを減らす努力をするのが先なのでは。

・国民の負担増える。不信感も与えるのでは。

・ガソリンが高い。車を持つ気がおきない。

・消費税がすでにかかっている。

一般化についての意見

・どうせ無駄に使われる。

・目的範囲を広げると余計無駄遣いが出る。

というような意見が多く見られた。これらの意見は政府、国の姿勢自体に不満を持っているという見方ができるのではないか。
このことから、車を持っていない「自動車志向タイプ」の人々は国、政党の財源利用使途や計画に関する説明不足によってその意見になっていると推測できる。これは非常に好ましくないことである。
それを解消するために

・役人が国民に納得のいく財源の使い方をし、無駄使いをなくす
・国民の信頼をとりもどす
・ガソリン税の使い道を明確にして無駄使いをなくす

上記のような行動をし、国の信頼を回復することが「バス志向タイプ」への意見の移行、ひいては自動車利用の減少につながるのではないだろうか。
これは本来当たり前になされることであり、これが自動車利用抑制の第一歩であると考えられる。
4-3-4.グループ別の実験群、制御群の比較

各グループ別に実験群と制御群の自動車利用意図について分析、比較した。その結果、自動車志向タイプのグループのみ統計的に優位に違いが見られた。既往研究のモビリティ・マネジメントの結果からは、自動車志向タイプすなわち自動車強依存者の態度変容は困難であるとされているが、本研究では、既往研究の結果に反し、自動車志向タイプでのみ有意な態度変容が見られた。これは自動車志向タイプが今回のガソリン価格の上昇（構造的方略）に大きな影響を受け、それと同じタイミングでコミュニケーション（心理的方略）をとったことでより大きな効果が得られたと考えられる。
また、その他のグループに関しては、自分はあまり自動車を使っていないと思っていたのではないかと考えられる。
4-3-5.長文と短文比較
事後アンケートにおいてガソリン税における暫定税率の維持・廃止、道路財源一般化の賛成・反対における意識を調査した。

現在、ガソリン価格の高騰による一連の問題についてマスコミの報道は過熱している。そこで、私達は提供する情報の違いによって人々の意識・判断は左右されるのだろうか検証を行った。

暫定税率や一般財源化問題は一般の人々がよく耳にする事柄ではあるものの、その知識は十分なものであるとは言い難い。そのような曖昧な知識を持つ人々は情報に操作されやすいと推測できる。

配布したアンケートには暫定税率・一般財源化についての説明文(長文または短文のいずれか)がランダムに書かれている。異なる説明文を読むことで人々の意識・判断にどの程度影響を及ぼすのかということをみるのが狙いである。

以下に長文と短文の内容を示す。

長文：事実説明＋批判的側面
道路特定財源とは、ガソリン関連税など、道路整備などの目的に限定した財源。受益者負担の原則により、自動者利用者がガソリン税などを負担する制度で、昭和29年に導入された。その後道路整備がさらに必要として暫定的にガソリンの税率を上げる法律を制定し(暫定税率)、現在までこの暫定税率が30年以上も続いている。国と地方の財源が膨れ上がる中、無駄な道路整備も多いとの批判が出ているほか、道路財源からアロマセラピ器具購入など不明朗な支出が判明、批判を浴び、福田康夫内閣は道路特定財源の一般財源化(ガソリン税を道路目的以外に利用できる)を2009年に実施する方針を閣議決定した。

短文：事実説明

道路特定財源とは、ガソリン関連税など、道路整備などの目的に限定した財源。受益者負担の原則により、自動車利用者がガソリン税などを負担する制度で、昭和29年に導入された。財源不足を補うために本来より高い税率(暫定税率)が適用されている。福田康夫内閣は道路特定財源の一般財源化(ガソリン税を道路目的以外に利用できる)を2009年度に実施する方針を閣議決定した。
短文より長文の方が暫定税率：廃止、一般財源化：賛成の傾向が強くなるのではないかという仮説を立てた。長文には事実説明に加え批判的な情報を載せている。

説明文別暫定税率の意見
	 
	暫定税率の意見
	合計

	 
	維持
	廃止
	 

	説明文
	短文
	68
	62
	130

	 
	長文
	73
	46
	119

	合計
	141
	108
	249


　　　　表３：カイ二乗検定の結果１
短文の維持派52.3%　　長文の維持派61.3%
カイ2乗検定　　片側検定で7.6% 有意傾向。
説明文別一般財源化の意見
	 
	一般財源化
	合計

	 
	賛成
	反対
	 

	説明文
	短文
	83
	36
	119

	 
	長文
	66
	45
	111

	合計
	149
	81
	230


　　　　表４：カイ二乗検定の結果２

短文の賛成　69.7％　　長文の賛成　59.5％
カイ2乗検定　　5.2%で有意傾向。　
結果は、長文の方が暫定税率：維持、一般財源化：反対の傾向が強いというデータが得られた。

人々は判断要素に批判的な情報を与えられたことで心理的リアクタンスが働いたと考えられる。

4-3-6.心理的リアクタンス

心理的リアクタンスとはBrehm, J. W. によって提唱された説得への抵抗を説明する有力な理論のことである。
人は自分の意見や態度を自由に決定したいという動機を持っており、これが脅かされたとき、人は自由の回復をめざすべく動機づけられる。この動機づけ状態を心理的リアクタンスと呼ぶ。生起するリアクタンスの大きさは、自由が確保されているほど、自由が重要であるほど、自由への脅威が大きいほど、大きくなる。
 人が説得を受けるとき、唱導方向に態度を変えるよう圧力をかけられると、受け手は態度決定の自由が脅かされたと感じ、唱導された態度を取らないことで自由を回復しようとするのである（ブーメラン効果）とこの理論では説明する。
5.提案
これらの分析を踏まえ、提案をする。
5-1.【提案1】バス志向タイプの意識へ変容させる。
5-1-1.自民党、民主党タイプの意識変容意
本研究で、自民党タイプ、民主党タイプにはコミュニケーションによる差異が統計的に見られなかった。そこで、

分析結果4-3-5.の心理的リアクタンスの理論を使い、バス志向タイプと正反対の意見、つまり暫定税意率廃止と一般財源化反対のコミュニケーションを行う。これにより人々は自身の行動を振り返り、バス志向タイプへの意識変容につながることを期待する。
5-2【提案2】自動車を多く利用している人の自動車利用量を減らす。

5-1-1.累進課税制度

　課税標準が高くなればなるほど、より高い税率を課する税方式のこと。日本では所得税が累進課税制度をとっている。

(１)単純累進化税率方式

　課税標準が一定額以上になった時、その全体に対してより高率の税率を適用する。

(２)超過累進化税率方式

　課税標準が一定額以上になった時、その超過金額に対してのみ、効率の税率を適用する。

累進課税制度を考えるときに、この２つのどちらを採用するか考えないといけない。(１)は全体に税率がかかるので、多くの税収が見込めるが、その分、消費者の反発も大きいと予測される。(２)の場合、一定額までは税率はかからず、また、段階的に税率が変化し、消費者が課税標準の近くで利用を抑えようと考えると予測できる。今回は（2）の超過累進課税制度を採用する。

5-1-2.内容

対象を今回のアンケートで「車を持っている」と答えた人にした。この人々を５月のガソリン給油量を多い、普通、少ない、の３グループに人数がほぼ均等になるようしに、税率も独自で決め、以下のように分けた。

	 
	5月給油量(ℓ)
	税率(％)

	多い
	６０ℓ以上
	１５％

	普通
	３５ℓ以上６０ℓ未満
	１０％

	少ない
	３５ℓ未満
	　０％


　　　　表２：給油量とガソリン税
　ここで、日本人の月平均走行距離が800kmであることと、全自動車の平均燃費が10.2ℓ/kmであることを考えると、日本人の月平均ガソリン給油量は約78ℓであった。平均的な日本人を例にとると、今までより給油量を１８リットル抑えれば、給油量が60ℓ未満となり税率が低くなる。同じように43ℓ抑えれば給油量が35ℓ未満となり税率はかからなくなる。つまり、今回の税制度で人々は月のガソリン消費量を税率の低くなる一定量以下まで減らそうと思う。このことは、人々が自動車の利用を抑制することにつながる。
6.まとめ
本研究において得られた知見は以下の通りです。
第一に国の信頼性を回復させてから

・心理的リアクタンスを利用したコミュニケーションをとり「バス志向タイプ」の意識に変容していく心理的方略。

・超過累進課税制度により、自動車を多く利用している人から多くの税金を徴収する構造的方略

を行うことで自動車利用を減らす。
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ガソリン税を考える


～自動車利用と意識変容～


都市計画実習最終発表　社会的ジレンマ班
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渉外：董　旋絢　　　武藤　央子
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図1：ガソリン価格の推移

















































































































































































































